










（ 続紙 １ ） 















































































（続紙 ２ ） 
 
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は，国際会計基準（IAS/IFRS）の導入という点で，他の地域に比べて著し
く遅れているASEAN地域の中で，後発開発途上国に位置づけられているミャンマー
がIAS/IFRSを採用していることに着目し，訪問面接調査と質問票調査によって，
ミャンマーの会計・監査の実態を析出した研究である。 
 本論文において評価すべき点は，以下の点である。 
 第１は，国際会計研究における地域研究の空白地域を埋めたことである。ミャン
マーの会計・監査実務を主題とした学術論文はミャンマー国内でも国際的にもこれ
までほとんどない。また，50年にわたる軍事政権の下でミクロ・マクロのデータの
蓄積はなく，会計関連法規や会計基準についても，過去のものはほとんど手に入ら
ない。劣悪な研究条件の下で，2013年2月～2016年12月の間に10回の渡緬を行い，29
組織・延べ74人に対して地道に訪問面接調査を行い，また，上場会社に対しては，
質問票調査を実施し，会計・監査の実態を明らかにした点は評価できる。 
 第２は，やはり国際会計研究の空白部分である，政治体制と会計との関係につい
て，切り込んでいることである。社会主義軍事体制（1962年～1988年）において英
国の影響下で育ちつつあった公認会計士制度が廃れていったこと，また新軍事体制
（1988年～2011年）において，高等会計教育や会計専門職教育が軽視（技術を教え
る簿記教育のみが重視）されたことによって，必要な会計人材が育たなかったこと
などを指摘している点は，重要な事例を提供しており，高く評価できる。 
 第３は，ミャンマーが資本市場志向の強いIAS/IFRSを導入しながら，実務にまっ
たく定着しなかったこと（外生的な会計基準の無機能化現象）に対して，ミャン
マーの環境要因からみて適合しないIAS/IFRSを導入したミャンマー政府の動機を分
析していることである。国際機関の公表文書等のエビデンスに基づいて，経済制裁
等の内容を調査し，ミャンマー政府の動機について，強制的同型化（coercive 
isomorphism）理論が説得力を持っていると指摘している。開発途上国会計の研究領
域で，他の途上国のケースとは異なる強制的同型化事例を提供したことは、本研究
領域への大きな貢献といってよい。 
 本論文は，以上で指摘したような学術研究上の貢献を有しているが，同時に今後
に残された課題もある。それらは，以下の通りである。 
 まず，第１に，本論文では，ミャンマーの会計を主題とする研究以外に拡張した
先行研究（ASEAN諸国，開発途上国，及び移行経済国の会計問題）の包括的な渉猟
が行われているが，それらの批判的な考察や理論的な掘り下げがやや不足してい
る。先行研究の深堀りができていれば，本論文の説得力も高まり，本論文の価値を
一層高めることができたであろう。 
第２に，高等会計教育及び会計専門職教育の欠如によって，IAS/IFRSの適用を
「しない」ではなく，「できない」状況が作り出されたとの指摘は興味深いが，こ
れらの教育が環境要因から独立した変数であるかのように扱っている部分がある。
  
会計教育を他の環境要因との関係の中で位置づけて論ずれば，本研究の主張はより
厚みを増すことができるであろう。 
 ただし，これらの課題は，将来に向けた研究の発展方向を示唆したものであっ
て，いずれも本論文の学術的価値を損なうものではない。よって，本論文は，博士
（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。 
 なお，平成31年1月21日，論文内容とそれに関連した事項について口頭試問を行っ
た結果，合格と認めた。 
 
